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各融資制度についてのお問合せは 

焼津市商工観光課 ℡ ６２６－１１７５ まで 
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焼津市制度融資の種類 

■金融機関に対する利子補給を行う制度 

（焼津市小口資金融資、焼津市緊急経営対策特別資金融資、焼津市短期経営改善資金利子補給） 

○事業者が本来支払うべき利子の一部にあたる金額を利子補給金として半期に一度金融機関へ

交付します。 

○利子補給金額は信用保証協会から送付される債務残高データをもとに金融機関ごとに計算し

ます。 

○金融機関へ利子補給金が交付されるのが前提となっているため、金融機関と事業者は（基準金

利－市利子補給率）（※）で算出される利率で融資契約を行います。 

※短期経営改善資金については（県基準金利－県利子補給率－市利子補給率） 

○これらの３資金については、保証協会へ書類を送付する前に、必ず市の審査が必要です。 

○半期ごとの利子補給金交付時期に、交付申請に必要な書類を各金融機関の市内母店へ送付しま

すので、期日までに申請書類を提出してください。 

 

 

■信用保証料補給制度 

○焼津市制度「小口資金」「緊急経営対策特別資金」を当年度に借り受けた焼津市内の事業者に

対し、支払った信用保証料の一部を補給金として交付します。 

○補給金額は事業者が借入れ初年度に支払った信用保証料金額をもとに計算します。 

○信用保証料補給金の交付を受けるためには、信用保証料第１回目支払日から当該年度末日（３

月末日）までに市へ申請書類を提出することが必要です。各金融機関の融資担当者様は、補給

対象となる事業者に対し申請を促していただくとともに、手続きにかかる書類作成へのご協力

をお願いします。 



 

2 

 

焼津市制度融資利用の際の注意事項 

 

１ 受付について                             

受付日時：平日午前８時 30分～午後４時 30分（厳守） 

受付窓口：市商工観光課（市役所本庁舎 6階） 

  

（１）受け付けた申請書類は、翌開庁日の午後１時 30分以降に窓口でお渡しするか、翌日以降の平

日の月・水・金曜日に保証協会へ郵送します（市税の納入状況の調査結果などによっては、受

付及び審査に時間が掛かる場合があります。あらかじめご了承ください。） 

 

（２）融資の実行には、保証協会の審査も含めて市の受付日から最低 1週間は必要となります。融資

実行日を考慮して、早めのお申込みをお願いします。 

 

（３）市の融資制度をご利用の場合、市の承諾後に申込書類を信用保証協会へ送付してください。 

 

（４）書類は必ず市商工観光課へお持ちください。電話による決裁日等の予約や、郵送等による申込

書類等の受付はいたしかねます。また、受付時に内容について確認させていただくことがありま

すので、申込書類の内容の分かる方がお持ちください。 

 

（５）申込期限が閉庁日と重なっている場合は、閉庁日の前日までにお申し込みください。  

 

２ 資金使途について                                 

（１）設備資金のうち、以下のものに係る資金は対象除外です。 

①土地の取得 

②「３」、「５」、「７」ナンバー並びに「３」、「５」、「７」ナンバーの対象車をベースとする「８」

ナンバーの車両（ただし、旅客自動車運送事業の事業用車両、福祉サービス事業者が使用す

る福祉車両で要介護者の移動のために使用するものを除く。） 

③住居に供する設備 

④申込み以前に契約又は設置されているもの 

 

（２）設備資金の融資限度額は、当該施設設備・設置に要する金額（消費税を含む）の範囲です。 

 

（３）運転資金のうち、以下のものは対象除外です。 

①既借入金の返済資金（市制度融資の借換を除く。） 

②税金 

 

（４）焼津市外における工場店舗等に係る資金については融資の対象外です。 

 

３ 従業員数について                                   

（１）「常時使用する従業員」には、事業主と同一生計を営む３親等内の親族及び会社役員は含みま

せん（ただし、役員であっても、事務職員を兼ねて一定の職務に就き、一般職員と同じ給与規則

によって給与を受けている人は、従業員とみなします）。 
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（２）名目は臨時職員（パート等）であっても、企業の運営上不可欠な人員で、実質的に常時雇用関

係にあるとみられる人は常時使用する従業員に含みます。 

 

（３）他からの派遣職員は従業員に含め、他へ派遣している職員は従業員に含みません。 

 

４ 事業経歴の通算について（個人→法人成り 等）           

（１）通算可の場合 

①個人事業主から法人成りした場合（代表者が同一であり、実質的に同一事業の継続であると

認められるもの。） 

②法人が行っている事業の一部を独立させ、別法人を設立した場合で、元の法人では独立させ

た事業は行わず、設立した法人で実質的に事業が継続されていると認められるもの。 

③事業主と共に事業に携わっている状態から当該事業主の事業を継承した場合 

 

（２）通算不可の場合 

  ①事業者（親）の事業廃止に伴い、別会社を設立した場合 

  ②法人が行っている事業の一部を独立させ、別法人を設立した場合   

 

５ 融資の申し込みについて（お願い）                           

事業者に直接利子等を補給する制度（小口資金信用保証料補給、緊急経営対策特別資金信用保証料

補給）については、市への申請が必要です。 
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１ 焼津市小口資金融資制度（利子補給）                   

（１）制度概要 

 小 口 資 金         特 別 小 口 資 金         

融資対象者     

次のすべてを満たす者 

・ 市内において３か月以上継続して同一
事業を営んでいること。 

・ 常時使用する従業員の数が 30 人以下

（卸売業、小売業、サービス業を主た

る事業とする事業主にあっては 10 人

以下）であること。 

・ 焼津市税を完納していること。 

次のすべてを満たす者 

・ 市内において１年以上継続して同一
事業を営んでいること。 

・ 常時使用する従業員の数が 20 人以下

（卸売業、小売業、サービス業を主た

る事業とする事業主にあっては５人

以下）であること。 

・ 焼津市税を完納しており、かつ信用保
証協会の特別小口保証制度要綱の要

件(注１)にあてはまること。 

資金使途     
設備資金・運転資金 
※ＢＣＰ策定に係る委託料（コンサルタント料など）にもご利用いただけます。 

借換資金 

・小口資金以外の既存融資の借換には利用

できません。 

・借換により既往借入金に掛かる月次返済

額の軽減が図れる場合のみ対象となり

ます。 

・借換資金は｢運転資金｣扱いとなります。 

取扱不可 

融資限度額     
１企業 7,000,000円 

※申込日現在、小口資金の融資残高がある事業者であっても、融資限度額 7,000,000 円から既

存融資残高を差し引いた額を限度に新たに申し込みができます。  

融資利率     

年 1.71％ 

（基準金利 2.08％ 利子補給率 0.37％以内） 

年 1.61％ 

（基準金利 1.98％ 利子補給率 0.37％以内） 

※融資申込時に信用保証協会のＢＣＰ特別保証の事前内定を受けている場合は、さらに年 0.30％分

上乗せ利子補給します。（ＢＣＰ特別支援） 

融資期間     ５年以内 

償還方法     原則として元金均等月賦償還 

保 証 料     信用保証協会の定めるところによる。 

連帯保証人     信用保証協会の定めるところによる。 無保証人扱い 

担 保     原則として徴しない。 

申 込 先     
信用保証協会が約定した金融機関（ただし、本制度の取り扱いをしている金融機関に

限る）及び焼津市商工観光課 

 

（注１） 

信用保証協会の特別小口保証制度要綱により、当該融資制度を利用できるのは、以下の要件に

当てはまる方に限ります（借換資金には利用できません。）。 

(1)特別小口制度以外の保証残高がないこと 

(2)源泉徴収による所得税以外の所得税（法人である場合は、法人税）、事業税又は県民税若しく

は市民税の所得割のいずれかについて、保証の委託申込みの日以前１年間に納めなければなら

ない税金があるものであって、かつ、完納しているもの。 

※上記(2)を確認する書類が必要です。 
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（２）必要書類 

①焼津市小口資金融資制度申込書（第１号様式） 

②市税納入状況調査に対する同意書（第１号様式の２） 

③信用保証委託申込書、信用保証依頼書、信用保証委託契約書など保証協会の定める書類一式 

④設備資金にかかる見積書及び資料（設備カタログ等） 

  ※車両購入の場合は、車両ナンバー(車両の分類番号)の確認できる資料を添付ください。 

⑤借換計画書（借換の場合のみ） 

⑥ＢＣＰ特別保証内定通知書（ＢＣＰ特別支援を利用する場合のみ、信用保証協会が発行） 

⑦焼津市内に事業所があることが確認できる資料（申請者の住所が市外の場合のみ） 

    例：登記の写し、青色申告書の写し、会社概要の打ち出し、法人概要説明書等 

      ※住所が確認できる資料を添付ください。 

    

※｢運転資金｣と｢設備資金｣を同時に借りるなど、資金使途が異なる申込みを同時に行う際は、

それぞれに対し上記書類が必要となります。必要書類は資金使途ごとに御用意ください。 

※特別小口資金を利用する場合は、別途添付書類があります。 

  

２ 焼津市小口資金融資 信用保証料補給制度                  

 

市制度「焼津市小口資金融資制度」を借り受けた者に対し、その信用保証料の一部を補給する制度

です。 

（１）制度概要 

補 給 対 象 者 
市制度「焼津市小口資金融資制度」を借り受けた者 

※借換資金は対象から除きます。 

保 証 料 補 給 率 信用保証料の総額の 45％以内 

申 込 期 限 
信用保証料の１回目を支払った日の属する年度の末日まで 

（2024年３月 29日） 

申 込 先 焼津市商工観光課 

（２）必要書類 

①焼津市小口資金信用保証料補給金交付申請書（第１号様式） 

②信用保証書の写し 

③保証料送金通知書の写し 

④請求書（第３号様式） 

※請求日付（右上）、文書日付及び文書番号（○年○月○日付け焼○―○号）は記入しないで

ください。 

（３）留意事項 

焼津市小口資金融資制度利用者を対象としています（借換資金は対象外）。 

小口資金の借入時の負担を軽減することを目的としていますので、2023 年４月１日以降に信

用保証料の第１回支払日となるものが対象になります。



 

6 

 

３ 焼津市緊急経営対策特別資金 融資制度（利子補給）            

（１）制度概要 

融資対象者 

市内において１年以上継続して同一事業を営んでいる中小企業者及び組合であっ

て、次のいずれかの要件に該当するもの 

①最近３か月または６か月の売上高の平均が、前年、２年又は３年前のうちのいず

れか１年の同月期の売上高と比較して、５％以上減少していること。 

（ァ）「最近３か月又は６か月」とは、申込みをした月の前月又は前々月（※）

を基準としてさかのぼります。 

  ※前々月を基準月とするのは前月売上高未集計の場合のみ 

（ィ）建設業については完成工事高により算出してください。 

②最近３か月間の平均売上高に占める原油・原材料の平均仕入価格の割合が、前年

同期の平均売上高に占める原油・原材料の仕入価格の割合を上回り、かつ、最近

３か月間の売上総利益（粗利益）が、前年同期比で５％以上減少していること。 

融資条件 焼津市税を完納していること。 

資金使途 

運転資金及び設備資金 

※緊急経営対策特別資金以外の既存融資の借換には利用できません。 

※借換資金は｢運転資金｣扱いとなりますので、運転資金の限度額にご注意ください。 

※借換については、既往借入金に掛かる月次返済額の軽減が図れる場合のみ対象となります。 

融資限度額 

運転資金 10,000,000円  

設備資金 20,000,000円   
※１企業につき運転資金 10,000,000円、設備資金 20,000,000円を限度とし、合計で 30,000,000

円を限度とします。限度内であれば、１企業で複数の申込みが可能です。 

融資利率 

年 1.40％（基準金利 2.07％ 利子補給率 0.67％以内） 

信用保証協会の責任共有制度対象外の保証制度を利用した場合（注２）は、年 1.30％

（基準金利 1.97％ 利子補給率 0.67％） 
※融資申込時に信用保証協会のＢＣＰ特別保証の事前内定を受けている場合は、さらに年 0.30％

分上乗せ利子補給します。（ＢＣＰ特別支援） 

融資期間 ７年以内（据置期間 ２年以内） 

償還方法 元金均等割賦償還 

保証料、連帯

保証人、担保 
信用保証協会の定めるところによる。 

申込先 
信用保証協会が約定した金融機関（ただし、本制度の取り扱いをしている金融機関

に限る。）及び焼津市商工観光課 

 

（注２） 

※中小企業信用保険法第２条第５項の規定による「特定中小企業者」に該当すること（市長の認定

が必要です。） 
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（２）必要書類 

①焼津市緊急経営対策特別資金融資申込書（第１号様式） 

②市税納入状況調査に対する同意書（第１号様式の２） 

③焼津市緊急経営対策特別資金融資要件計算書と売上高等を確認できる書類 

④信用保証委託申込書、信用保証依頼書、信用保証委託契約書など保証協会の定める書類一式 

⑤緊急経営対策特別資金借換計画書（借換の場合のみ） 

⑥設備資金にかかる見積書及び資料（設備カタログ） 

 ※車両購入の場合は、車両ナンバー(車両の分類番号)の確認できる資料を添付ください。 

※設備資金として本制度を利用する場合は、対象設備の設置完了後に「設備設置完了届」を

提出してください。 

⑦ＢＣＰ特別保証内定通知書（ＢＣＰ特別支援を利用する場合のみ、保証協会が発行） 

⑧焼津市内に事業所があることが確認できる資料（申請者の住所が市外の場合のみ） 

    例：登記の写し、青色申告書の写し、会社概要の打ち出し、法人概要説明書等 

      ※住所が確認できる資料を添付願います 

 

※｢運転資金｣と｢設備資金｣を同時に借りるなど、資金使途が異なる申し込みを同時に行う

際は、それぞれに対し上記書類が必要となります。必要書類は資金使途ごとに御用意く

ださい。 

 
 
 
 
４ 焼津市緊急経営対策特別資金融資 信用保証料補給制度       

 

市制度「焼津市緊急経営対策特別資金融資」を借り受けた者に対し、その信用保証料の一部を補給

する制度です。 

（１）制度概要 

補 給 対 象 者 
市制度「焼津市緊急経営対策特別資金融資」を借り受けた者。 

※借換資金は対象から除きます。 

保 証 料 補 給 条 件 焼津市税を完納していること。 

保 証 料 補 給 率 信用保証料の総額の 35％以内 

申 込 期 限 
信用保証料の１回目を支払った日の属する年度の末日まで 

（2024年３月 29日） 

申 込 先 焼津市商工観光課 

 

 

 

 

 



 

8 

 

（２）必要書類 

①焼津市緊急経営対策特別資金融資信用保証料補給金交付申請書（第１号様式） 

②信用保証書の写し 

③保証料送金通知書の写し 

④請求書（第３号様式） 

※請求日付（右上）、文書日付及び文書番号（○年○月○日付け焼○―○号）は記入しないで

ください。 

 

例：登記の写し、青色申告書の写し、会社概要の打ち出し、法人概要説明書、決算書の写し等 
 

（３）留意事項 

焼津市緊急経営対策特別資金融資制度利用者を対象としています（借換資金は対象外）。 

同資金の借入時の負担を軽減することを目的としていますので、2023 年４月１日以降が信用

保証料の第１回支払日となるものが対象となります。 
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５ 焼津市短期経営改善資金 利子補給制度               

（１）制度概要 

補 給 対 象 者 

次のすべてを満たす者 

・市内において１年以上継続して同一事業を営んでいること 

・県制度「短期経営改善資金」を借り受けること 

・焼津市税を完納していること 

市 補 給 率 

年 0.30％以内（県融資利率 1.80％のうち、0.30％を利子補給します。） 

※融資申込時に信用保証協会のＢＣＰ特別保証の事前内定を受けている場合

は、さらに年 0.30％分上乗せ利子補給します。（ＢＣＰ特別支援） 

実質融資利率 年 1.50％（ＢＣＰ特別支援の場合は年 1.20％） 

申 込 先 焼津市商工観光課 

（２）必要書類 

①焼津市短期経営改善資金利子補給制度申込書（第１号様式） 

②市税納入状況調査に対する同意書（第２号様式） 

③保証協会の定める書類一式 

④静岡県短期経営改善資金融資制度の申込書類一式 

⑤ＢＣＰ特別保証内定通知書（ＢＣＰ特別支援を利用する場合のみ、保証協会が発行） 

⑥焼津市内に事業所があることが確認できる資料（申請者の住所が市外の場合のみ） 

   例：登記の写し、青色申告書の写し、会社概要の打ち出し、法人概要説明書等 

     ※住所が確認できる資料の添付をお願います 

（３）留意事項 

この制度は、県の短期経営改善資金融資制度を利用する方を対象としていますので、県制度融

資の申込みと同時に申し込みをしてください。 

県制度「県短期経営改善資金融資制度」については、県商工金融課（☎221-2525）までお問い

合わせください。 

※県が制度受付を中止した場合は、市も受付を中止します。 

【参考：県短期経営改善資金融資制度 概要】 

融 資 対 象 者 

１年以上継続して同一事業を営んでいる中小企業者及び組合であり、常時使用

する従業員の数が 50人（卸売、小売又はサービス業を主たる事業とする事業者

にあっては 20人）以下のもの 

資 金 使 途 仕入れ、決済、賞与等に必要な資金 

限 度 額 

１企業  7,000,000円 

１組合 15,000,000 円（ただし組合員への転貸融資の場合は１組合１億円で、

かつ、１組合員当たり 7,000,000円） 

融 資 利 率 年 1.80％ 

融 資 期 間 ５か月以内 

償 還 方 法 元金均等月賦償還、元利均等月賦償還、または一括償還 

保 証 料 信用保証協会の定めるところによる。 

担保及び保証人 信用保証協会の定めるところによる。 
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